
土木技術資料 57-11(2015) 
 
 

 

－ 26 － 

トラック運送事業者の抱える課題と 
ETC2.0を活用した物流支援に関する取組み 

松田奈緒子・大竹 岳・鹿谷征生・牧野浩志 

1．はじめに 1 

物流は、我が国経済の血流であり、トンベース

で約9割の貨物量を占めるトラック輸送 1)（図 -1）
の効率化は我が国全体にとって重要な課題である。

平成25年「総合物流施策大綱（2013-2017）」 2)が

閣議決定され、今後の物流施策の方向性と取組み

として「荷主・物流事業者の連携による物流の効

率化と事業の構造改善」が掲げられた。 
一方、近年、貨物自動車運送事業者（トラック

運送事業者）は、厳しい経営状況・ドライバ不足

といった課題を抱える中、安全性の確保が強く求

められている。また、ネット通販の普及等による

物流業界を取り巻く環境が大きく変化し、納品の

時間信頼性の向上、在庫の最小化のためのリード

タイムの短縮化 3)等が必要になっている。このよ

うなトラック運送事業者が抱える様々な課題や運

行管理・安全性等のニーズに対し、携帯電話回線

やMCA無線（マルチチャンネルアクセス方式のデ

ジタル移動体通信）等を用いた物流支援サービス

が民間より提供されている。しかしながら、車両

保有台数が50台以下の小規模・零細事業者が9割
以上を占めるトラック運送業界においてそのよう

な物流サービスの購入が厳しい事業者も多く存在

している。 
また、重量の大きな貨物トラックは道路施設の

劣化に影響が大きいとされることから特殊車両通

行許可制度が設けられているが、その運用にあた

り適正な道路利用を図りながらトラック運送事業

者の負担を軽減し、迅速かつ効率的な物流を実現

していくことが求められている4)。 
これらの状況を踏まえ、国土技術政策総合研究

所（以下「国総研」という。）では、ETC2.0プ

ローブをはじめとする ITS技術を活用した物流ト

ラックに関する研究開発を実施している。具体的

には、トラック運行管理等の物流支援サービス及

──────────────────────── 
Supporting Logistics Using ETC 2.0 Platform in Response to 
Trucking Business Issues 

び特殊車両の通行適正化を図る手法の研究開発に

取り組んでいる。このうち、本稿では、トラック

運行管理等の物流支援サービスに関し、トラック

運送事業者の抱える課題・ニーズの調査結果、お

よび、2012年からパナソニック（株）オートモー

ティブ・システムズ社（以下「共同研究者」とい

う。）と実施してきた「ITSスポット共通基盤を活

用した産学官連携サービス開発に関する共同研究」

（以下「官民共同研究」という。）の結果を報告す

る。 

2．物流事業者の現状と課題 

ETC2.0 を活用した物流支援サービスの可能性

を検討するためにトラック運送事業者の抱える課

題、ニーズの文献調査およびヒアリングを実施し

た。 
2.1 トラック運送事業の経営実態 
(1) 事業者数 

2013 年におけるトラック運送事業者 62,910
社のうち、霊柩事業者を除く 58,287 社の従業員

規模別事業者数及び車両規模別事業者数を表 -1
に示す 1)。従業員 50 名以下の小規模・零細事業

者が 9 割以上を占める。車両規模別についても、

車両 50 台以下の小規模・零細事業者が 9 割以上

を占める。 
1990 年に物流二法（貨物自動車運送事業法お

よび貨物運送取扱事業法）が施行された。貨物自

図-1 輸送機関別分担率（トンベース）1) 

H25年度  
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動車運送事業法によりトラック運送は免許制から

許可制へと規制緩和され、貨物運送取扱事業法に

より、それまで規制されていた取次（自分は実運

送をせず、他の機関を利用して委託をすること）

が容易になった。この規制緩和により、1990 年

から 2010 年に、トラック運送事業者数は 34％、

営業用トラック車両数は 19％増加した。一方、

営業用トラックの輸送量は、ほぼ横ばいであり、

過当競争の状況が伺える（図-2）。 
(2) 経営状況 

トラック運送事業者の 1 社当たりの営業収益

及び営業利益率の推移を図-3 に示す。2007 年か

ら 2012 年に、1 社当たりの営業収益は年々減少

し、13％減少した。営業利益率は常にマイナス

であり、減少している傾向である。 
トラック運送事業総経費の構成割合の推移を図

-4 に示す。運送経費において、人件費が最大で

約 4 割、次いで燃料費が 2 割である。過去 14 年

間で人件費は 11％減少、燃料費は 2 倍に増えて

いる。 
1社当たりの営業利益が年々減少しているト

ラック運送事業にとって、人件費によるコスト削

減が限界状態の中、燃料費の増加が経営を厳しく

していることが伺える。車両の適切な運行マネジ

メントの必要性が考えられる。 
(3) 労働者数 

道路貨物運送業の就業者数の推移を表 -2に、年

齢階級別就業者構成比の推移を図 -5に示す。運送

事業従事者数は全体で約187万人であり、2003年
から2013年にかけてほぼ横ばいである。運送事業

従事のうち、輸送・機械運転従事者数もほぼ横ば

いで推移している。 
一方、年齢階級別トラック運送就業者構成比を

みると2003年から2013年にかけ、60代以上は8％
から15％と増加し、10～30代は45.7％から33.1％
と大幅に減少している。 

ドライバの高齢化、若年ドライバの減少により、

トラック運送業界は、今後ますますドライバが不

足することが考えられる。  

2.2 求められる安全性 
平成15年度より、利用者が安全性の高い物流事

業者を選べること、物流事業者全体の安全性に対

する意識を高めることを目的に、貨物自動車運送

事業安全性評価事業（Gマーク制度）5)が実施され

ている。Gマークの取得には労働基準の遵守が不

可欠である。 
また、「貨物自動車運送事業輸送安全規則」に

より、貨物自動車乗務員の過労運転防止を目的と

し、乗務記録（運転日報）の記載が義務づけられ

ている。 
平成24年の高速ツアーバスの事故を受け、平成

表-1 従業員規模別事業者数および車両規模別事業者数1) 

図-2 トラック運送事業者数の推移1) 
 

図-3 平均営業収益および営業利益率の推移1) 
 

図-4 トラック運送事業者経費構成割合の推移1) 
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25年に「自動車運転者の労働時間等の改善のため

の基準」が一部改訂された。これにより、トラッ

ク運送事業者に対する監査と行政処分が厳格化さ

れるとともに、トラック運送事業者にとって運行

管理、安全管理が厳しく求められるようになった。  
また、「自動車運転者の労働時間等の改善のた

めの基準」では、最長勤務時間は原則1日13時間

（休憩、積替えを含む）、運転時間は2日平均で1日
当たり9時間以内、4時間毎に30分以上の休憩（運

転の中断）をとること等が定められている。 
東京（品川）～福岡（香椎）発着の輸送モデル

で上記の基準と照合する。品川～香椎間の距離は

約1,100kmであり、運転所用時間は14時間00分で

ある。休憩時間1時間30分、積替え時間2時間を加

味すると、1日最長13時間とする労務基準に違反

することになる。さらに、片道の運転時間が14時
間00分のため、運転時間は2日平均で1日当たり9
時間以内とする労務基準により、往復するために

2日連続の運転が不可となり、1日休日を挟む必要

があり、トラックの稼働率が下がることとなる。 
このように、トラック運送事業者は、様々な規

則により、厳しい運行管理、安全管理が求められ

ている。 
2.3 車両運行管理システム活用の現状 

近年、物流事業者が抱える様々な課題や運行管

理・安全性等のニーズに対し、携帯電話回線や

MCA無線（マルチチャンネルアクセス方式のデジ

タル移動体通信）等を用いた物流支援サービスが

民間より提供されている。しかしながら、小規

模・零細事業者が9割以上を占めるトラック運送

業界にとって購入が難しい事業者も少なくない。 
例えば、車両の運行にかかる速度、時間等を自

動的にメモリカード等に記録する運行記録計（以

下「デジタコ」という。） 6)を活用し乗務記録を作

成する製品が販売されている。デジタコを用いる

ことで、ドライバが法定速度、休憩時間などを遵

守しているかを容易に確認することも可能である。

しかし、主要メーカーのデジタコ車載器費用は約

20万円 /台、月額利用料は約2,000円 /台 7)と高額で

ある。デジタル式運行記録計の導入率は8t以上の

車両で56％、8ｔ未満では30～45％である。8)デジ

タル式運行記録計の使用実態調査 9)によると、デ

ジタコを導入していない事業所のうち65％が、デ

ジタコを導入しない理由として「デジタコの投資

費用が大きく対応できない」と回答している。 
2.4 物流事業者へのヒアリング結果 

物流事業者の輸送実態、車両運行管理システム、

物流支援サービスについて課題やニーズの確認を

行うため、規模の異なる物流事業者5社に対して

ヒアリングを実施した。ヒアリングによる主な結

果を以下に記述する。ヒアリングを実施した事業

者を表-3に示す。 

  

表-2 道路貨物運送業の就業者数の推移  

走行距離 : 1,100km 
所要時間 : 14時間00分（運転時間） 
       1時間30分（休憩時間） 
      2時間   （積替え時間） 

図-6 東京（品川）～福岡（香椎）発着の輸送モデル  
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図-5 年齢階級別就業者構成比の推移  
 

事業者名 小規模A社 中規模B社 大規模C社 大規模D社 特大規模E社

本社所在地 兵庫県 大阪府 福岡県 大阪府 東京都

資本金 3,400万円 1,000万円 3,000万円 5,000万円 約702億円

従業員数 約60名 － 約450名 約580名 約33,150名

事業内容

一般貨物
産廃物の運搬
機密書類リサ
イクル、等

一般貨物

共同配送
特殊輸送
引越移転輸送
産廃収集運搬
等

一般貨物
軽自動車運送
倉庫業
引越事業
産廃収集運搬
等

自動車/鉄道/
海上/航空輸送
倉庫
プラント輸送
特殊輸送
等

表-3 ヒアリングを実施した物流事業者  
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(1) 物流事業者の輸送実態  
・定常輸送を主としている場合は高速道路を定

期に利用している。非定常輸送を主としている

場合は顧客の要望に合わせて高速道路を利用し

ている。 
(2) 車両運行管理システムの導入状況 

・中小規模企業では独自に車両運行管理システ

ムを開発することは困難であり、民間の車両運

行管理サービスを活用しているのが現状である。 
・主に活用している車両運行管理システムはデ

ジタコだが、デジタコ導入費用が高額のため、

業者の中には導入を諦める者も存在する。 
・特大規模企業は独自のシステムを開発・活用

しているが、導入費用が高額のため、協力企業

へ自社のシステムを導入することは困難である。 
(3) 物流支援サービスへの期待 

〈リアルタイムの車両位置情報〉 
・定常運送を主とする事業者にとってリアルタイ

ムの運行管理は重要である。 
・荷主からの問合せ等の対応は迅速なレスポンス

が重要である。 
・リアルタイムの位置情報に道路上の発生事象の

情報を併せることができれば、配車や迂回の判

断、車両故障時の対応に活用可能である。 
・走行記録の客観的なデータは荷主との価格交渉

にも活用可能である。 
〈労務管理〉 
・非定常運送を主とする事業者は労務管理が重要

である。 
・正確な記録を労務管理の証明として使いたい。 

 
以上のとおり、厳しい経営状況・ドライバ不足

といった課題、基準により安全性の確保が強く求

められている状況が調査によって確認した。また、

そのような課題に対応するための運行管理支援安

全運転支援サービスのニーズをヒアリングから把

握した。 

3．物流支援に関する取組み 

これらのトラック運送事業者の課題、ニーズに

対し、国総研では、 ITSスポットから収集する

ETC2.0プローブデータを活用した物流支援サービ

スに関する研究開発を進めてきた。以下、ETC2.0
プローブデータを活用した物流支援サービスに関

する官民共同研究（2012年9月～2015年3月）に

ついて述べる。 
3.1 ETC2.0プローブデータについて 

ETC2.0プローブデータは、車載器 ID等の基本

情報、走行履歴、挙動履歴からなる。車両が道路

に設置した路側機を通過する際に、それまでに車

載器に蓄積したデータがアップリンクされ、プ

ローブサーバに収集される（図-7）。 
走行履歴データ（時刻、緯度経度）の蓄積タイ

ミングは200m走行毎又は45度方向転換時であり、

挙動履歴は前後加速度、左右加速度、ヨー加速度

の い ず れ か が 閾 値 （ -0.25G 、 ± 0.25G 、 ±

8.5deg/sec）を超えた場合に蓄積される。 
道路管理者は、ETC2.0プローブデータを分析す

ることにより、例えば、交通渋滞箇所や事故危険

箇所の把握を効率的に実施することが可能であり、

交通円滑化や事故削減を目的とした効果的な道路

管理が可能となる 10)。また、先に述べた特殊車両

の通行適正化についても、ETC2.0プローブデータ

の活用を検討しているところである。 
なお、官民共同研究では、事前に同意を得た物

流事業者の車両を対象に、個別車両を特定した

ETC2.0プローブデータ（以下「特定プローブデー

タ」という。）を活用する。特定プローブデータ

では、車両一台ごとの走行履歴や挙動履歴を把握

することが可能であり、車両の出発地から目的地

までの一連の動きを把握することができる11)。 
3.2 官民共同研究について  
(1) 官民共同研究の目的 

官民共同研究の目的は、先述のとおり物流業界

が抱える課題、ニーズに対し、 ITSスポットによ

り収集される特定プローブデータを活用した物流

支援サービスの実用化を促進することである。表-
4に、主な物流支援サービスの例を示す。また、

道路行政としては、物流支援サービスの実現によ

り、ETC2.0プローブデータの収集量を増やし、道

路管理の効率化、高度化を通じて、利用者サービ

スを向上させることを目的としている。 
(2) 研究成果 

図 -8に特定プローブデータを活用した物流支援

サービスのためのシステム（官民連携物流支援シ

ステム）を示す。官民共同研究において、国総研

は、ITSスポットから収集される物流車両の特定

プローブデータを抽出し、物流事業者サーバに提 
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図-10 運転日報アプリケーション画面例 

供するプローブデータ共用システムを構築した。

官が収集するETC2.0プローブデータは、高速道路

上に設置された ITSスポットから収集されるため、

高速道路から離れた配送拠点、目的地周辺の

ETC2.0プローブデータの収集は行われていない。

物流事業者の配送拠点、目的地周辺のETC2.0プ
ローブデータについては、共同研究者が配送拠点

等に簡易な路側機（以下「簡素型スポット」とい

う。）の設置を行い収集している。簡素型スポッ

トは、通信帯域を絞る等機能を限定したものであ

る。また、官民間（プローブデータ共用システム

～共同研究者サーバ）の通信インタフェース仕様

を策定した。プローブデータ共用システムおよび

通信インタフェース仕様により、物流車両の特定

プローブデータを物流事業者へ提供および官民

各々が収集した特定プローブデータの共有が可能

となった。図 -9に官民各々が収集した特定プロー

ブデータを共有し、地図上に重ねた結果を示す。 
また、共同研究者が物流事業者に対し実施した労

務日報サービス（図 -10）について、物流事業者 

および荷主からサービスの有用性を確認できた。

物流事業者からは、「これまでの紙による労務日

報では、ドライバが走行距離・休憩開始時間など

を逐一記録することや、運行後にタコグラフから

読み取ることをしなければならなかったのに対し

手間が省けた」といった作業効率に対する効果な

どを確認することができた。荷主からは、「日々

のデータを解析することで、悪天候 (台風など )や
渋滞発生が予想される場合に余裕時間の推測が可

能である。動態管理サービスと組み合わせること

で、荷物の到着先の予想時刻がだいたい把握でき、

より詳細な精度で荷卸し準備が可能になった」と

いった運行管理の効率化に関する効果も確認する

ことができた。 
 

表-4 物流事業者へのサービス例 
サービス例 概要

1 車両の運行管理
および運行計画

物流拠点間の走行経路や所要時間を把握すること
により、適切な配送ルートの設定を行う

2 運転日報作成 走行履歴による走行経路や所用時間・到着時間を
把握することにより、運転日報の自動生成を行う

3 荷受・積替作業の
効率化

車両の現在位置の把握や到着時刻の予測により、
荷受け作業に係る待機時間を短縮する

4 安全運転支援 車両挙動の分析により、ヒヤリハットの多い地点
を記したマップを作成する

5 エコドライブ支援 車両挙動の分析により、燃料消費量の算出やドラ
イバへの運転指導（急加速状況の把握等）を行う
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4．おわりに 

ETC2.0は国が既に整備した通信システムを使用

するため、民間の車両運行管理サービスに比べ、

比較的低い通信コストで走行履歴を提供すること

が可能であり、民間の車両運行管理サービスの購

入が負担となる中小物流事業者にとって、効果的

なサービスとなると考えている。 

ETC2.0を活用した物流支援サービスの実用化に

あたっては、セキュリティの確保や特定プローブ

データの提供における道路管理者の負担を考慮す

る必要があると考える。そのため、道路管理者と

物流支援サービスを受ける事業者との間に、特定

プローブデータを中継するシステム（プローブ

データ中継システム）を設置することが望まし 
い（図 -11）。今後は、プローブデータ中継シス

テムを通じて特定プローブデータを提供し、様々

な物流支援サービスへの活用を図る試行を実施し、

技術面のみならず、物流支援サービスの普及啓発

および運用面でのルールづくりを整理する予定で

ある。 
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